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注 記 事 項 

「独立行政法人会計基準」及び「独立行政法人会計基準注解」（令和３年９月21日改訂）並びに「『独

立行政法人会計基準』及び『独立行政法人会計基準注解』に関するＱ＆Ａ」（令和４年３月最終改訂）

（以下「独立行政法人会計基準等」という。）を適用して、財務諸表等を作成しております。 

なお、独立行政法人会計基準等のうち、収益認識に係る改訂内容は当事業年度から適用します。 

 

[重要な会計方針] 

１．減価償却の会計処理方法 

（１）有形固定資産（リース資産を除く） 

定額法を採用しております。 

なお、主な資産の耐用年数は以下のとおりであります。 

建物 5～50年 

構築物 2～17年 

器具・備品 2～19年 

（２）無形固定資産（リース資産を除く） 

定額法を採用しております。 

なお、法人内利用のソフトウェアについては、法人内における利用可能期間（5 年）に基づいて

おります。 

（３）リース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

 

２．退職給付に係る引当金及び見積額の計上基準 

役職員の退職給付に備えるため、退職一時金に係る退職給付債務の見込額は、簡便法（事業年

度末における当法人退職手当支給規程に基づく自己都合退職金要支給額の全額を計上する方法）

に基づき計上しております。 

 

３．賞与引当金の計上基準 

役職員の賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。 

 

４．有価証券の評価基準及び評価方法 

満期保有目的債券 償却原価法（定額法）によっております。 

 

５．棚卸資産の評価基準及び評価方法 

貯蔵品 最終仕入原価法による低価法を採用しております。 

 

６．キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

キャッシュ・フロー計算書における資金は、手許現金、随時引き出し可能な預金からなっておりま

す。 
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７．収益及び費用の計上基準 

(1) 再開発整備事業に係る業務収入 

再開発整備事業に係る業務収入は、「公共用飛行場周辺における航空機騒音による障害の防

止等に関する法律」（以下「騒防法」という。）第 28 条第１項に規定する業務のうち、同法第９条第２

項の規定により特定飛行場の設置者が買い入れた土地（以下「移転跡地」という。）の使用許可又

は有償貸付 を受け、再開発用地として整備し、当該土地に設置する騒音斉合施設を第三者に貸し

付けることにより移転跡地の有効活用を図る業務に係る収入であります。 

顧客との賃貸借契約等による合意内容に基づき、企業会計基準第 13 号「リース取引に関する会

計基準」に従い収益を認識しております。 

 

(2) 移転補償事業に係る受託収入 

移転補償事業に係る収入は、顧客との委託契約に伴う収入であり、当該契約に基づき、当法人

は騒防法第９条に規定する建物等の移転又は除却及び土地の買入れに関する事務（以下「移転補

償等」という。）並びにこれらに附帯する事務を請負う義務を負っております。 

当該履行義務は、契約期間にわたって充足されると判断し、契約期間に基づき収益を認識してお

ります。 

なお、当該履行義務のうち移転補償等においては、当法人は代理人に該当するため、顧客から

受け取る額から用地補償費及び建物等補償費を控除した純額を収益として認識しております。 

 

(3) 緑地造成事業に係る受託収入 

緑地造成事業に係る受託収入は、顧客との委託契約に伴う収入であり、当該契約に基づき、当

法人は騒防法第９条の２に規定する緑地帯やその他の緩衝緑地帯の整備及びこれらに附帯する

事務を請負う事務を負っております。 

当該履行義務は、契約期間にわたって充足されると判断し、契約期間に基づき収益を認識してお

ります。 

 

８．消費税の会計処理 

消費税の会計処理は、税込方式によっております。 

 

 ［会計方針の変更］ 

独立行政法人会計基準等の改訂に伴い、移転補償事業に係る受託収入については、前事業年度ま

で顧客から受け取る対価の総額で収益を認識しておりましたが、当該事業のうち移転補償等において

は、顧客に移転する財又はサービスを支配しておらず、移転補償等に関するサービスのみを提供して

いるため、代理人取引であると判断した結果、総額から用地補償費及び建物等補償費を差し引いた純

額で収益を認識する方法に変更しております。 

これにより、前事業年度と比較して経常収益及び経常費用がそれぞれ 113,450,329円減少しておりま

す。 

また、前事業年度の貸借対照表における「前受金」は当事業年度より「契約負債」として表示しており

ますが、損益に与える影響はありません。 
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[貸借対照表関係] 

 （有形固定資産に係る資産除去債務に関する事項） 

＜資産除去債務のうち貸借対照表に計上しているもの＞ 

（１） 当該資産除去債務の概要 

当法人の事務室に係る不動産賃借契約に基づく退去時における原状回復義務であります。 

 

（２） 当該資産除去債務の金額の算定方法 

不動産賃貸借契約に基づく原状回復義務に要する費用を合理的に見積り、資産除去債務を算

定しております。 

 

（３） 当該資産除去債務の総額の期中における増減内容 

 

 

 

 

 

＜貸借対照表に計上しているもの以外の資産除去債務＞ 

（１） 当該資産除去債務の概要 

当法人が騒音斉合施設を設置するため国有財産法に基づき使用許可又は貸付契約により使

用又は賃借している土地に係る原状回復義務は、施設の撤去時期がおおむね決定している場合

等を除き、資産除去債務を合理的に見積もることができないため、貸借対照表に計上しておりませ

ん。 

 

（２） 当該資産除去債務を合理的に見積もることができない理由 

当該債務に関連する国有財産(土地)の実質的な使用期間とそれに伴う返還時期は、施設の撤

去時期がおおむね決定している場合等を除き、その時々の社会情勢に適切に対処すべき国の航

空行政の動向を踏まえたものにならざるを得ず、現時点でその債務の履行時期を特定すること及

び除去費用の見積りが困難であり、資産除去債務を合理的に見積もることができません。 

そのため当該債務に見合う資産除去債務を計上しておりません。 

 

[行政コスト計算書関係] 

１．独立行政法人の業務運営に関して国民の負担に帰せられるコスト 

行政コスト 873,537,552 円 

自己収入等 △813,354,846 円 

機会費用 17,260,603 円 

独立行政法人の業務運営に関して  

国民の負担に帰せられるコスト 77,443,309 円 

 

 

 

期首残高 16,835,500 円 

増加、減少 ― 

期末残高 16,835,500 円 
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２．機会費用の計上方法 

 （1）政府出資又は地方公共団体出資等の機会費用の計算に使用した利率 

   10年利付国債の令和 6年 3月末利回りを参考に 0.725％で計算しております。 

 

 （2）無利子又は通常よりも有利な条件による融資取引の機会費用の計算に使用した利率 

   10年利付国債の令和 6年 3月末利回りを参考に 0.725％で計算しております。 

 

 （3）国又は地方公共団体との人事交流による出向職員から生じる機会費用の計算方法 

   当該職員が国又は地方公共団体に復帰後退職する際に支払われる退職金のうち、独立行政法 

人での勤務期間に対応する部分について、当法人退職手当支給規程に定める退職給付支給基準

等を参考に計算しております。 

  



[損益計算書関係]

１　業務費の人件費内訳

役員報酬 14,316,850 円

給与手当 73,228,351 円

賞与及び賞与引当金繰入 26,077,505 円

法定福利費 19,299,645 円

退職給付費用 964,318 円

非常勤職員等給与及び手当等 8,786,843 円

２　業務費のその他経費のうち主要な費目及び金額

賃借料 224,167,502 円

租税公課 34,904,100 円

修繕費 109,395,990 円

支払消費税 54,199,600 円

業務委託費 36,175,490 円

助成費 16,893,783 円

３　一般管理費の人件費内訳

役員報酬 30,853,061 円

給与手当 51,631,374 円

賞与及び賞与引当金繰入 19,653,260 円

法定福利費 15,035,769 円

退職給付費用 2,028,076 円

非常勤職員給与及び手当等 3,007,579 円

福利厚生費 448,990 円

４　一般管理費のその他経費のうち主要な費目及び金額

賃借料 29,274,552 円

業務委託費 9,106,783 円

水道光熱費 7,525,110 円

[キャッシュ・フロー計算書関係]

１．資金の期末残高の貸借対照表科目別の内訳

現金及び預金 1,861,591,367 円

定期預金 △ 1,500,000,000 円

資金期末残高 361,591,367 円

２．重要な非資金取引

ファイナンス・リースによる資産の取得 4,345,000 円

12
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［金融商品関係］ 

１．金融商品の状況に関する事項 

当法人は、資金運用については安全性の高い金融資産に限定し、政府、地方公共団体からの借

入により資金を調達しております。 

未収債権等に係る顧客の信用リスクは、債権管理規程等に沿ってリスク低減を図っております。ま

た、有価証券は、独立行政法人通則法第４７条の規定等に基づき、株式等は保有しておりません。 

借入金等の使途は運転資金および事業投資資金であり、主務大臣により認可された資金計画に

従って、資金調達を行っております。 

 

２．金融商品の時価等に関する事項 

期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。ま

た、現金は注記を省略しており、預金は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似することか

ら、注記を省略しております。 
   （単位：円） 

  貸借対照表計上額（*） 時価（*） 差額 

(1)預り敷金・保証金 (476,873,268) (472,964,027) 3,909,241 

(*)負債に計上されているものについては、（ ）で示しています。   

(*)預り敷金・保証金は流動負債に計上されているものを含んでおります。   

 

（注１） 時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明 

金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の三つ

のレベルに分類しております。 

レベル１の時価： 同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により算定した

時価 

レベル２の時価： レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用いて算定

した時価 

レベル３の時価： 重要な観察できないインプットを使用して算定した時価 

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそ

れぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しておりま

す。 

 

（１）預り敷金・保証金 

将来キャッシュ・フローを現在価値に割り引いて算定する方法によっており、レベル２の時価に分

類しております。 
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［賃貸等不動産関係］ 

当法人は、空港周辺整備計画に基づく再開発整備事業を実施するため、福岡空港の周辺に騒音斉

合施設等を有しております。これらの賃貸等不動産の貸借対照表計上額、当期増減額及び時価は次

のとおりであります。 

（単位：円） 

貸借対照表計上額 
当期末の時価 

前期期末残高 当期増減額 当期末残高 

1,158,458,143 △61,236,182 1,097,221,961 1,326,820,855 

（注１） 貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。 

（注２） 当期増減額のうち、主な増減額は次のとおりであります。 

固定資産取得による増加                    2,571,360円 

     減価償却による減少 63,807,542円 

（注３） 当期末の時価は、国土交通省の建設工事費デフレーターの変動率に基づいて当法人で算定し

た金額であります。 

 

また、賃貸等不動産に関する令和 6年 3月期における収益及び費用等の状況は次のとおりでありま

す。 

  （単位：円） 

賃貸収益 賃貸費用 その他損益 

622,488,924 591,533,742 4,721,887 

（注）その他損益には、財務損益を含んでおります。 

 

［退職給付関係］ 

１．採用している退職給付制度の概要 

当法人は、役職員の退職給付に充てるため、非積立型の退職一時金制度を採用しております。当

該制度では、給与と勤務期間に基づいた一時金を支給しており、簡便法により退職給付引当金及び

退職給付費用を計算しております。 

 

２．確定給付制度 

（１）簡便法を適用した制度の、退職給付引当金の期首残高と期末残高の調整表 

期首における退職給付引当金 5,956,070円 

  退職給付費用 2,992,394円 

   退職給付引当金の取崩 △2,877,700円 

退職給付の支払額 △4,331,500円 

期末における退職給付引当金 1,739,264円 

 

（２）退職給付に関連する損益 

簡便法で計算した退職給付費用 2,992,394円 
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［収益認識に関する注記］ 

当法人は、会計基準第８６における収益のうち、以下に記載する内容を除き、収益に重要性が乏しい

ため、注記を省略しております。 

 

（１）収益の分解情報 

  当法人の一定の事業等のまとまりごとの区分は、再開発整備事業、移転補償事業、緑地造成事業

及び住宅騒音防止対策事業であり、各事業の主なサービス等の種類は再開発整備に係る業務収入、

移転補償事業に係る受託収入及び緑地造成事業に係る受託収入であります。 

  上記に係る一定の事業等のまとまりごとの区分における収益は、622,488,924 円、158,295,861 円及

び 27,422,582 円であります。なお、顧客との契約から生じる収益に加え、「リース取引に関する会計基

準」（企業会計基準第 13 号 2007 年３月 30 日）等に基づく収益及び独立行政法人会計基準第８６以

外に会計処理が規定されている独立行政法人固有の収益が含まれております。 

 

（２）収益を理解するための基礎となる情報 

  「［重要な会計方針］７． 収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。 

 

（３）当事業年度及び翌事業年度以降の収益の金額を理解するための情報 

  当事業年度に認識された収益の額のうち期首現在の契約負債残高に含まれていた額は、

54,136,807円です。 

  契約負債は再開発整備事業に係る業務収入において、騒音斉合施設貸付料として顧客から受け入

れた前受金であります。当該契約負債は収益の認識に伴い取り崩されます。 

  当事業年度末における残存履行義務に配分された取引価格の総額は、111,185,365 円であり、履行

義務の充足につれて１年以内に収益を認識することを見込んでいます。 

 

[その他独立行政法人の状況を適切に開示するために必要な会計情報] 

当法人が実施している環境対策事業については、「福岡空港特定運営事業等実施方針」（平成 29年

３月 24 日国土交通省航空局）により、周辺地域の理解を得る観点から、滑走路増設事業の完了（令和

７年３月予定）から４年後（令和 11年３月）に予定されている当法人の廃止までの間、経過措置として国

及び当法人が費用を負担して実施することになっております。 




